
前号のみやぎ生協に続いて、今号ではコープふくしまの店舗事業を取り上げる。同生協では、東日

本大震災により一時期３店舗が休業を余儀なくされた。また2011年度、原発事故による風評被害と

戦いながら、店舗事業で９年ぶりとなる経常剰余黒字化を達成している。これを成し遂げるための

取り組みや12年度の課題について、店舗部長の斎藤真義氏と店舗部次長・地産地消推進担当の根本

茂氏に伺った。
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2011年度の店舗経営状況と
事業復興に向けた店舗戦略
～コープふくしま

震災によるさまざまな逆風の中で
９年ぶりに店舗事業の黒字化を達成

斎藤 コープふくしまの店舗事業は2003年以降、赤字を続けていま

したが、11年度には経常剰余2,175万円ほどの黒字となりました

（資料１、47行目）。

ここ５年間を振り返ってみると、数字の変化として大きいのは人

件費（同・7行目）です。絶対額で毎年下がり続けていますが、こ

れは事業再建計画の中での給与カットと定年退職者による職員減、

さらに、ここ数年、新入職員の採用が進んでいないためです。また、

長く職員の給料も上げられない状況が続いていました。しかし10年

度以降、経営数値の改善が進んだことで、賞与引当金繰入金（18行

目）を予算化することができ、職員やパート職員の給与を少しずつ

改善することができました。

物件費（20行目）は09年度に大きく減少していますが、これは08

年の渡
わた

利
り

店の閉店、09年の川俣
かわまた

店の閉店などが主な要因です。その

ため供給高も10年度まで連続して減少し、11年度でほぼ横ばいとい

う状況です。物件費対策としては、09年度下期より、科目別に月別

削減額を計画し、週次での進捗管理を行ないました。10年度には収

生協運営資料　2012.7 59

同　店舗部次長・地産地消推進担当 根
ね

本
もと

茂
しげる

氏

コープふくしま　店舗部長 斎藤
さいとう

真義
まさよし

氏

斎藤真義氏



60

シリーズ 店舗事業改革事例

資料提供：コープふくしま・店舗部

資料1 2007～11年度店舗事業実績一覧



入増対策と併せて継続し、効果が出ています。

11年度の事業総剰余率（６行目）は25.7％で、ようやく25％を超

えることができました。これは収入が伸びない中で、利益が大きく

改善されたことを意味しています。黒字化した要因として大きかっ

たのは、値引き・廃棄率を下げたことです。11年度は前年度に比べ

約１％削減しています。これが利益改善に結びついたと考えていま

す。この取り組みについては後ほど触れさせていただきます。

その他の要因としては、震災後に全国の生協から人的、物的な面

でさまざまなご支援をいただいたことも大きいと思います。また、

震災を通しての多くの方との出会いや交流が、コープふくしまの財

産となり、職員の意識を変えたという点も見逃せないと思います。

まとめると、11年度の到達点としては、収入が横ばいの中でコス

トを抑え、利益率を改善することで黒字化してきました。そして、

その分を少しずつですが職員の給料に反映できているという状況で

す。

12年度からは人時供給高にも着目し、１人当たりの生産性をいか

に高められるかという取り組みも行なっています。昨年の人時供給

高は9,430円ほどでしたが、今年度は１万円を超える人時供給高予

算を組んでいます。

震災後、客層や買い物動向が大きく変化
これに対応した商品構成・品揃えを強化

根本 東日本大震災による被害状況ですが、店舗の直接的な被害と

しては地震によるダメージで３店舗が営業できなくなりました。店

舗の修繕を進め、笹
ささ

谷
や

店（福島市）が４月27日に、保
ほ

原
ばら

店（伊達市）

が４月29日に、国
くに

見
み

店（国見町）が５月１日に再開し、震災後約１

ヵ月半の休業を経て、全11店舗が揃って営業できるようになりまし

た。その間にも大きな余震などがありましたが、新たな被害や休業

するまでの事態には至っていません。

11年度の店舗プロモーションは、基本的にサンネット事業連合と

足並みを揃えて取り組んできました。それ以外のコープふくしま独

自の取り組みについて紹介させていただきます。

福島市内では、津波や原発事故などの被害を受けた沿岸部からの

避難者が増える一方で、放射能への不安から県外に避難される方も

おり、客層や買い物動向が大きく変化しました。そのため、売場の

商品構成を若干変更しました。例えば、沿岸部から来た人のために

魚介類の取り扱いを増やしたり、一匹そのままの「丸もの」の魚を
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根本 茂氏
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置いたり、単身・高齢者向けに小量パックや個食にも対応したりと

いう取り組みです。

また、放射線の影響から、特に小さな子どものいる若いお母さん

は、外出を控え、買い物回数を減らす傾向にあります。そのため一

度にたくさん購入するという方もおり、来店者が集中する時間帯に

は量目の大きなパックを用意するなど、SKUを買い物動向の変化

に合わせて対応してきました。

放射能にまつわる風評被害に
翻弄され続けた１年

根本 11年度は、原発事故の影響に翻弄
ほんろう

された年でもありました。４

月、福島産の牛乳や野菜などに出荷規制がかかりました。牛乳の供給

は、一時期前年比30％まで落ち込み、岩手や青森など、県外から入荷

せざるを得ませんでした。現在は11年度比70％まで回復してきています。

７月には放射性物質を含んだ稲わら汚染が報道されたことで、牛肉な

どの出荷規制がかかり、畜産品の供給で大きなダメージを受けました。

８月には新米への放射能汚染の心配から、古米を求める人による

“米騒動”が起こり、10月には一部地域の新米から暫定基準値以上

の放射性物質が検出されたことから、県内産米の一部に出荷規制が

かかりました。現在でも、震災前まで福島であまり売れていなかっ

た北海道産米が、大変よく売れています。ただし、コープふくしま

の扱うコープライスは、放射能汚染の影響が低い会津地方で生産さ

れたものなので、大きな落ち込みはありません。従って、米全体の

売り上げとしては伸びている状況です。

現在の生鮮売場は、地場産

のものをメインにしつつも、

小さな子どもを育てる組合員

などのニーズに応え、県外で

作られた野菜も取り扱ってい

ます。県内産の野菜は、出荷

規制などもあるため、前年度

比70％ほどの売り上げとなっ

ています。また、コープおお

いたさんにご協力いただき、

１カ月に１回程度、大分産や

九州産の野菜を販売するフェ

アを実施しています（写真１）。
写真１　コープおおいたの協力により開催されている、大分（九州）

産野菜フェア。



11年夏には、JA全農福島などと協力しながら、桃をはじめとし

た果物を、全国にお中元用として販売する「福島応援隊」の取り組

みも行ないました。日本生協連や全国の生協にもご協力をいただき、

さらに、県内にある会社や工場などを巻き込んで、大きな取り組み

として実施しました。

現在、原発事故による風評被害などで、福島産農産物などの売れ行

きは低迷しています。生産物をおいしいと言ってもらえることがや

りがいにつながる農家の人たち

は、このような状況に、どうし

てもやる気を失ってしまいがち

です。農地も、１年、２年と放

置してしまえば、簡単には元に

戻すことはできなくなってしま

います。生協として、どのよう

に地元の生産者を応援していく

かが大きな課題となっています。

なお、県内産畜産物の消費拡

大のため、12年度からJA全農

福島と協力して福島県のブラン

ド豚「麓
は

山
やま

高原豚
こうげんとん

」（写真２）

の販売にも力を入れるなど、よ

り福島産をアピールする活動も

進めています。

復興を応援するための
さまざまなプロモーション活動を展開

根本 コープふくしま独自の店舗プロモーションについて報告させ

ていただきます。11年、震災後に始めたのが、「ふくしまは負けな

い避難生活者応援５％割引カード」の発行です。被災して避難して

きた組合員に対して、コープふくしまの全店で使える割引カードを

使ってもらうことで、くらしをサポートし続けてきました。当初は

１年間の予定でしたが、避難生活も長期化が予測されるため12年も

継続しています。

さらに、以前から行なっていた、スタンプを集めると割引券とな

る「どんどんたまるスタンプキャンペーン（略称、どんきゃん）」、65

歳以上の組合員限定のスタンプカードで割引となる「シニアデー」

なども継続して行なっています。
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写真２　麓山高原豚。出荷の際に放射性物質のチェックを実施
するなどし、現在、豚肉供給高の3割を占める人気商
品となっている。



また、12年から開始した最大のプロモーション活動が、「いきい

きコープ復興応援デー」です。これは、東日本大震災を忘れないよ

う、毎月11日の供給金額の１％を、子育て応援や除染活動などのお

役立ちとして市町村に寄付するという取り組みです。この日には、

「おたのしみレシート番号くじ」（写真３）も行なっており、お楽し

みと供給の上乗せにも貢献しています。なおこの景品は、コープ商

品とし、商品の普及活動にも役立てています。この商品は日本生協

連からの支援で賄われています。

また11年度には、社会的な取り組みとして、放射能に関する学習

会や除染作業、放射性物質の食事による摂取量調査（陰膳
かげぜん

方式）※2

を行なうなど、放射能に対する理解を深め、福島で暮らし続けてい

くための取り組みも積極的に行なってきました。
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※2 組合員にご協力い
ただき、2日間、家族人
数より1人分余計に食事
を作ってもらい、それを
保管。日本生協連商品検
査センターに送り、検査
を実施している。分析の
詳細は、
http: / /www.fukushim
a.coop/kagezen_new
s/

写真３ 「いきいきコープ復興応援デー」店頭案内（左）と、「おたのしみレシート番号くじ」当選案内。



「利用組合員を増やす」「利益目標を立てる」
ことを柱に、店舗事業改革を進める

斎藤 私は09年度下期に店舗部長になり、半年間の準備期間を経て、

10年度から大きな２つの課題を柱に、店舗事業改革を進めてきまし

た。震災後も、その考え方は基本的に変えていません。

その柱の１つが「利用組合員を増やすこと」です。これは、組合

員をただ増やすのではなく、本当に生協を利用してくれるコアな組

合員を増やしていくという試みです。

２つ目が、「利益目標を立てること」です。店舗の責任数値は直

接剰余ですが、自店の経常剰余を黒字にするために、「店長は何を

するべきか」を方針としています。その目標を達成するために、店

長を中心に売場をどうするか、部門をどうするか、各店舗が一丸と

なった取り組みを強めていくことにしました。。それは、今のコー

プふくしまにとって、店長のマネジメント力アップが最大の課題だ

からです。この２つの課題を柱として、継続して取り組んできたこ

とが黒字化に結びついたと思っています。それぞれの柱について、

ご説明します。

まず「利用組合員を増やす」という柱についてです。11年度は組

合員の総来店人数（顔）は変わらないのですが、組合員１人当たり

の来店回数は減少し、１回当たりの買い物金額が増えています。来

店回数が減っているのは、「放射線の影響から、できるだけまとめ

買いを行なう」という風潮があるためです。今後、いかに来店回数

を増やしてもらえるようにしていくかが大きな課題となっています。

共済加入の組合員や「どんきゃん」（どんどんたまるキャンペー

ン）会員、シニア会員、ｅフレンズ会員、子育て会員などを、コー

プふくしまでは「プレミアム会員」と呼んでいますが、これらの組

合員は一般の組合員よりも、来店回数が多い傾向にあります。いか

にしてこのプレミアム会員になってもらい、買い物回数を増やして

いくかが求められます。

そのための戦略ツールとして、「プレミアム会員をどれだけ増や

せば買い物回数が増え、売り上げに変化が表れるか」という数値を

簡単に導き出せるエクセルのシートを作成しました（資料２）。11

年度には店長がこれを活用し、各店舗でプレミアム会員拡大のため

の取り組みを進められるようになってきています。

店舗での仲間づくりでは、これまで毎年3,000～3,500人くらい増

やしてきましたが、12年度は3,800人を目標にしています。この目

生協運営資料　2012.7 65

シリーズ 店舗事業改革事例



標の数値は利用組合数です。例えば1,000人にご加入いただいても、

１年後には利用組合員数は700人になってしまいます。ですからあ

らかじめ減ってしまう割合（30％）を考慮し、1,429人に加入して

もらい、1,000人の利用組合員を残すという目標の立て方です。つ

まり、１年後でも3,800人の利用組合員数を残すという目標数値で

す。
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資料提供：コープふくしま・店舗部



「売場づくり」と「値引き・廃棄の削減」を
ともに向上させ、「利益目標」を達成させる

斎藤 次に「利益目標を立てる」という柱についてです。このため

に、10年度から全店共通の店長日報を実施しています（資料３）。

全店長が毎日、前日の客数や計画課題などを共通のフォーマットに

記入して提出するというものです。導入当初は、各店独自のフォー

マットから共通フォーマットに変更したため、不満の声もありまし

たが、それでも継続し、今年で３年目になります。この日報の目的
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は、本部が全ての店を回れなくても、それぞれの店舗の状況を把握

できるようにすることです。また、この日報を続けることで、店長

も大きく成長しました。最初のころは、黒字を目指して仕事をする

という意識は希薄でした。現在では、店舗間の差はまだありますが、

それぞれの店長が各店舗の状況を考えながら、対策のための行動が

取れるようになってきています。

11年度に黒字化した直接的な要因として最も大きいのは、このよ

うな店長の成長に伴い、各店舗で「値引き・廃棄」の管理に徹底し

て取り組んだことがあります。これまでも値引き・廃棄の削減につ

いては何度も取り組んできましたが失敗を続けていました。この課

題に取り組むと、値引き・廃棄は減少しますが、同時に供給も落と

してしまいがちで、「売場が細る」という状況になっていました。

今回は、これまでの何度もの教訓をもとに、売場づくりとセットで

値引き・廃棄について考え、取り組んできました。店舗全体では、

値引き・廃棄率※1は５％前後で推移しています。中には、かつて

の半分くらいの数値になった店舗もありました。

現場の中で職員を育て、
他生協との交流で、さらに伸ばす

斎藤 人材育成については、現在の経営状況では外部研修への参加

などは難しいため、主に現場でのOJTを行なってきました。先ほ

ども触れた店長の日報は、この取り組み自体が店長の教育の１つに

なっています。日報を見てみると、課題に対して自ら対策を講じた

り、さまざまな局面を考えながら行動できたり、店長がかなりレベ

ルアップしてきたことがうかがえます。

また、みやぎ生協と合同で店長交流を行なっています。コープふ

くしま11店舗での交流より、やはり60数店舗の店長交流のほうが、

はるかに大きな刺激になります。上には上がいるということが分か

りますし、幅広い意見交換ができます。値引き・廃棄率を下げるこ

とに成功したのも、このような交流が大きく影響しています。

さらに、コープ東北サンネット事業連合の会員生協全店で重点商

品の売り込みを競う、「100店舗企画」（本号、特別企画参照）にも

積極的に参加しています。その際の取り組みについては、各店のパ

ート職員に報告書にまとめてもらい、全店で共有するようにしていま

す（資料４）。
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※1 部門供給高に対す
る値引き・廃棄額の割合。
対象部門は、農産・水
産・畜産・惣菜・寿司・
日配。



「事業を確実に安定させるのは今しかない」
という気持ちで職員一同取り組んでいきます

斎藤 11年度に黒字化できた理由は、３つに絞れるかと思います。

１つ目は、営業努力の成果が出始めてきたことです。前年を超え

る実績が出せたのは、放射能の影響などで変化した買い物行動に合

わせ、お客さんが集まる時間に大きいSKUを増やす試みなどが貢

献しています。また、魅力的な売場づくりと合わせて、値引き・廃

棄を１％削減したことなどが大きく影響しています。

２つ目は、店長のレベルアップと本部の力です。これまでは、本

部がいろいろなツールを作るだけにとどまっていましたが、店長の

レベルアップに伴い、本部が提案したそれらのツールを活用できる

ステージに上がってきたということが大きいと思います。

３つ目は、利用組合員の拡大です。放射能の影響で、県外に15万

人が避難するなど、県内人口は減ってきています。そのような状況

で、組合員を増やしていくのは非常に難しいことです。それでも、

加入数だけでなく、顔が見える組合員を増やそうと、実際の数字に

結びつく利用組合員の拡大を進めてきました。これに関しては、仮

設住宅の避難者への支援や除染活動など、コープふくしまの社会的

取り組みがマスコミなどを通して報道され、社会的な評価につなが

り、ロイヤルティーが高まっているのかもしれません。

さらに、震災後全国の生協から、人的、物的なさまざまな支援を

いただきました。震災を通じた人との出会いは、コープふくしまに

とって大きな財産になっています。現場の職員、パート職員、アル

バイトも含めて同じ体験をし、大きく意識が変化したと思います。

今のところ供給高は安定していますが、阪神・淡路大震災を体験

したコープこうべさんから「震災特需が続くのはせいぜい２年間で、

その後、だんだん売れ行きが下がっていく」という話を聞いており、

今後の課題は、客単価が下がってもネットを出せる構造をつくり上

げていくことです。またコープふくしまでは、職員の頑張りに十分

報いることができるだけの経営になっていない現状があります。早

急に事業を安定させることで、賞与を上げたり、福利厚生を充実さ

せたり、職員へ還元していきたいと思っています。その意味からも、

事業を確実に安定させるチャンスは今しかない、そんな気持ちで職

員一丸となって取り組んでいきます。

（文・写真　野口 武）
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こうしようと思って


